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１　所管予算案総括表

（１）一般会計予算額 ［単位：千円］
平成２７年度

予算額
平成２６年度

予算額
増減額

7,772,394 7,765,111 7,283

50,539 55,014 ▲ 4,475

109,388 108,949 439

41,588 132,720 ▲ 91,132

434,948 415,041 19,907

（２）特別会計予算額 ［単位：千円］
平成２７年度

予算額
平成２６年度

予算額
増減額

0

0

（３）　所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 総合計画 予算額

予算説明書の事業名 施策体系 所管課

湯のまち別府ふるさと応援事
業

- 3,867

政策推進事務に要する経費 - 政策推進課

別府市公共交通活性化協議会
負担金

3-1 688

交通体系整備促進に要する経
費

都市環境 政策推進課

協働推進事業費補助金 6-2 7,200

協働事業推進に要する経費
協働の

まちづくり 自治振興課

社会保障・税番号制度事業 7-1 14,904

情報推進管理運営に要する経
費

市政運営 情報推進課

課名

政策推進課

秘書広報課

自治振興課

情報推進課

危機管理課

事業概要

別府市公共交通活性化協議会によ
り、生活交通ネットワーク計画や地
域公共交通網形成計画策定に向け
て、本市の公共交通のあり方につい
て協議します。

湯のまち別府ふるさと応援寄附金の
寄付者に対するお礼に特産品等を選
定・拡充することにより、地域産
業・地域経済活性化を推進します。

企画部

協働のまちづくりを推進するため、
自治会とNPO等が連携した取組みに対
して支援するとともに、行政からの
テーマ提案やNPO等からの企画提案に
より、協働事業となるものについて
助成をします。

社会保障・税番号制度に必要となる
番号連携サーバ、中間サーバなどの
利用環境の整備を行います。
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

02 01 03 0119 財政事務に要する経費

- － -

款 項 目 事業

02 01 07 0133 政策推進事務に要する経費

【事業の目的】
　実施計画の進行管理及び政策の調整、特命による重要事項等の計画・考察・調査を行いま
す。

【事業の内容】
①指定管理者選定業務　　　５６千円
　別府市公の施設の指定管理者の指定手続きやモニタリング等に関する事務の総括を行いま
す。
（平成２７年度指定管理更新施設なし）
②国際特別都市建設連盟事業　　　６６６千円
　国際特別都市法の適用を受けている１２都市が加盟し、法律の運用、計画及び実施に関し促
進を図ることを目的に、災害援助、応援協定を締結し交流を図っています。
③政策推進のための調査研究業務　　　１，０００千円
　重要課題や政策推進のための先進地視察・他市との政策協議などを行います。
④湯のまち別府ふるさと応援寄附金事業　　　３，８６７千円
　次世代を担う子どもたちに、ふるさと別府を引き継いでいくために応援をしたいという方が
別府市に寄付をした場合、税が控除される制度の運用を行っています。
⑤その他（住居表示、大分県電源地域連絡協議会、消耗品など）　　５１１千円

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,002 6,002

政策推進課

1,262 1,262

【事業の目的】
　財政事務全般を遂行するために必要な経費を計上しています。

【事業内容】
①旅費　６千円
　財政事務に必要な研修等に参加します。

②消耗品費　２６９千円
　決算統計・実務提要・補助金総覧等の追録代、財政事務に必要な書籍、その他一般的な事務
  用品を購入します。

③予算書印刷（印刷製本費）　９８７千円
　別府市一般会計予算書及び別府市特別会計予算書の印刷を行います。

④財務諸表作成支援業務委託料　１，９４４千円
　Ｈ２８年度から始まる新基準の公会計制度に必要となる各種財務書類の整備についての支援
 を民間業者に委託します。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

02 01 07 0134 広域行政に要する経費

- － -

款 項 目 事業

02 01 07 0901 行政改革推進に要する経費

217

【事業の目的】
　第３次別府市行政改革推進計画の検証を「別府市行財政改革市民委員会」による外部評価を
実施しながら行い、効率的な行財政運営を推進するとともに職員の意識改革を図ります。ま
た、行政評価を実施して事務事業の見直しを行い、行政課題の発見や行政運営の改善につなげ
ていきます。

【事業内容】
①委員等謝礼金　１３３千円
　別府市行財政改革市民委員会委員に対して、謝礼金を支払います。
　（委員９名、年３回開催予定）
②委員等交通費　３０千円
　別府市行財政改革市民委員会委員に対して、交通費を支払います。
　（委員９名、年３回開催予定）
③消耗品費　４７千円
　行政改革推進事務に必要な一般的な事務用品を購入します。
④事前資料郵送料　７千円
　別府市行財政改革市民委員に対して、会議前に資料を郵送します。

217

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　別府市・杵築市・日出町の２市１町で構成する別杵速見地域広域市町村圏事務組合でごみ焼
却施設や火葬場の設置及び運営管理等の事務を共同処理することにより、行政の効率化と住民
サービスの向上を図ります。
　
【事業概要】
　別杵速見地域広域市町村圏事務組合の総務管理費等経常経費に対する負担金を支出します。

【実施方法等】
　各市町の人口や利用割合に応じた負担額を、年２回負担金として支払います。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,444 8,444
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

02 01 07 1020 基金積立金

【積立額の推移】 単位：千円

- － -

款 項 目 事業

02 01 13 0150 交通体系整備促進に要する経費

1,761

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

111,637 11,637

13,807

【事業の目的】
　交通体系を総合的に整備促進するために、官民で協力し協議会などを組織して関係機関への
働きかけなどを行うとともに、市民生活に必要不可欠な公共交通を維持するための支援を行い
ます。

【事業の内容】
①交通体系の整備促進活動関連負担金　　６，９７３千円
　・大分空港利用促進期成会負担金　　　　　　　（６，２００千円）
　・日豊本線高速複線化大分県期成同盟会負担金　 (   　 ７５千円）
　・東九州軸推進機構負担金　　　　　　　 　　　(　    １０千円）
　・別府市公共交通活性化協議会負担金　　　　　（    ６８８千円）

②別府市生活バス路線維持費補助金　　　８，０００千円
　　生活バス路線維持を目的に市内の4つのバス路線を運行するバス事業者に対し、支援を
　行います。（内成線・柚の木線・堺線・仙人田線）

③その他　旅費・消耗品・土地借上料　　８２千円

101,115
湯のまち別府ふるさと応援基金積立金 1,733 1,505

100,556

所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称

479

総合計画の施策体系

100,000

【事業の目的】
「別府市ＯＮＳＥＮツーリズム推進基金」「湯のまち別府ふるさと応援基金」に積立てを行い
ます。

【基金の設置目的】
○別府市ＯＮＳＥＮツーリズム推進基金　　積立額：１００，９４９千円
　　本市におけるＯＮＳＥＮツーリズムの推進を目的とする市街地の活性化、歴史的建造物等
　の保存及び活用、観光振興等の事業の財源に充てるための基金です。

○湯のまち別府ふるさと応援基金　　　　　積立額：　１０，６８８千円
　　別府市を応援する者からの寄附金を活用し、活力あるまちづくりに資する施策を推進する
　ための基金です。

H23 H24 H25
別府市ONSENﾂｰﾘｽﾞﾑ推進基金積立金 100,543

15,055 769
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

02 01 16 0163 基金積立金

【積立額の推移】 単位：千円

- － -

款 項 目 事業

03 01 06 0261 保険基盤安定繰出金（国民健康保険事業分）

【事業の内容】

　保険基盤安定繰出金　予算額　８１７，３４７千円

　低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補填し、また、保険税軽減の対象となった一般
被保険者数に応じて、保険料の一定割合を公費で補填することにより、低所得者を多く抱える
市町村を支援するため一般会計から国保会計へ繰り出すものです。

①保険税軽減分（負担割合：県３／４、市１／４）
②保険者支援分（負担割合：国１／２、県１／４、市１／４）

　国、県の負担は一般会計で受け入れられ市の負担分とともに国保会計へ繰り出します。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他

817,347 613,009 204,338

【事業の目的】
「別府市財政調整基金」「別府市公共事業費基金」「別府市減債基金」に積立てを行います。

別府市減債基金積立金 1,926 1,937 3,026

126,201 26,261 100,000

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

【基金の設置目的】

○別府市財政調整基金　　　　　　　　　積立額：１１９，６１４千円
　別府市の財政調整のための基金です。(地方自治法第２４１条の規定に基づく。)

○別府市減債基金　　　　　　　　　　　積立額：　　３，２８３千円
　市債の償還財源を確保し、及び市債の適正な管理を行い、もって市財政の健全な運営に資
　するための基金です。

○別府市公共施設再編整備基金　　　　　積立額：　　３，３０４千円
　別府市の公共施設の再編及び整備を計画的に推進するための基金です。

H23 H24 H25
別府市財政調整基金積立金 590,794 869,057 117,896

別府市公共施設再編整備基金 - - -

一般財源

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

03 01 06 0262 国民健康保険事業特別会計繰出金

【事業の内容】

- － -

款 項 目 事業

03 02 04 0288 基金積立金

【積立額の推移】 単位：千円

①出産育児一時金繰出金　予算額　４０，３２０千円
　国保会計より支出された出産育児一時金額の２／３について国保会計に繰り出すものです。

②財政安定化支援事業繰出金　予算額　３０３，５５６千円
　国保財政の健全化及び保険税負担平準化のための国保財政安定化支援事業として、病床数が
特に多いなどの保険者の責に帰すことができない特別事情に着目し算出した額について国保会
計に繰り出すものです。

③その他一般会計繰出金　予算額　７０，０１８千円
　こども医療などの福祉施策による医療費の波及増相当額などについて国保会計に繰り出すも
のです。
 
④職員給与費等繰出金　予算額　１７５，３４７千円
　国民健康保険の事務に従事する職員の人件費について国保会計に繰り出すものです。

⑤事務費繰出金　予算額　４３，５４８千円
　国民健康保険の事務の執行に要する経費について国保会計に繰り出すものです。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

632,789 864 631,925

【事業の目的】

「別府市福祉振興基金」に積立てを行います。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

233 233

【基金の設置目的】

○別府市福祉振興基金　　　　　積立額：　２３３千円

　　高齢化社会に対応し、福祉活動の促進及び福祉施設の整備その他の市民福祉の増進を目的
　とする事業を推進するための基金です。

H23 H24 H25
別府市福祉振興基金積立金 155 108 215
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

03 02 06 0848 介護保険事業特別会計繰出金

【事業の目的及び内容】

【繰出基準】 　 （※）法定負担分：介護保険法第１２３条

- － -

款 項 目 事業

03 02 07 1039 後期高齢者医療特別会計繰出金

【事業の内容】

介護保険法に規定されている介護給付及び予防給付等に要する費用について収支を明ら
かにし、使途の明確化、経営の健全化を図るため、一般会計から算定基準に基づいて繰
り出すものです。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,644,440 8,261 1,636,179

算定基準
予算額 [単位：千円]

平成27年度 平成26年度

介護給付費　　　（※） 12.50% 1,363,240 1,349,731

地域支援事業費　（※）
12.50% 32,324 3,173

(介護予防事業)

※平成26年
度は19.75%(包括的支援事業・任意事業)

その他
職員給与費等 100% 117,269 114,615

事務費 100% 100,025

地域支援事業費　（※）
19.50% 31,582 32,209

103,271

繰出額合計 1,644,440 1,602,999

総合計画の施策体系

6,393

　
　事務費繰出金　予算額　１２，２７６千円
　
　　後期高齢者医療の事務の執行に要する経費について後期高齢者医療特別会計に繰り出すも
　のです。
　　消耗品費、印刷製本費、通信運搬費など保険料の徴収に要する経費に使われています。

【実　　　績】

　当初予算額
　　平成２４年度　　　６，８７１千円
　　平成２５年度　　　３，５０５千円
　　平成２６年度　　　３，４５０千円

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,276 5,883
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

03 02 07 1040 保険基盤安定繰出金（後期高齢者医療分）

【事業の内容】

1 － 2

款 項 目 事業

04 01 01 0960 広域行政に要する経費

【事業の目的】
　別府市・杵築市・日出町の２市１町で構成する別杵速見地域広域市町村圏事務組合でごみ焼
却施設や火葬場の設置及び運営管理等の事務を共同処理することにより、行政の効率化と住民
サービスの向上を図ります。
　
【事業概要】
　秋草葬祭場の施設管理や運営に対する負担金を支出します。

【実施方法等】
　各市町の人口や利用割合に応じた負担額を、年２回負担金として支払います。

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

44,210

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

92,428

44,210

369,712 277,284

　保険基盤安定繰出金　予算額　３６９，７１２千円

　　低所得者に対する保険料軽減相当額について一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰り
　出すものです。
　　負担割合　県３／４、市１／４

　　県の負担は一般会計で受け入れられ市の負担分とともに後期高齢者医療特別会計へ繰り出
　します。

【実　　　績】
　当初予算額
　　平成２４年度　　　３３６，０４１千円
　　平成２５年度　　　３４５，８９６千円
　　平成２６年度　　　３６９，７１２千円
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 ２　事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 01 0961 広域行政に要する経費

- － -

款 項 目 事業

04 03 01 1010 水道事業繰出金

【事業の内容】
地方公営企業職員に係る児童手当法に規定する児童手当の給付に要する経費の一部
について繰り出すための経費です。

【繰出基準】
　　 繰出しの対象となる経費は、次に掲げる地方公営企業職員に係る児童手当の給付に

要する経費の合計額です。
　①　３歳に満たない児童に係る給付に要する経費（③に掲げる経費を除く。）の
　　１５分の８
　②　３歳以上中学校修了前の児童に係る給付に要する経費（③に掲げる経費を除
　　く。）
　③　児童手当法附則第２条に規定する給付に要する経費

【実績等】
平成２４年度　　４，３３８千円　
平成２５年度　　４，０５４千円　

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

政策推進課

393,710

【事業の目的】
　別府市・杵築市・日出町の２市１町で構成する別杵速見地域広域市町村圏事務組合でごみ焼
却施設や火葬場の設置及び運営管理等の事務を共同処理することにより、行政の効率化と住民
サービスの向上を図ります。
　
【事業概要】
　藤ケ谷清掃センターの施設管理や運営に対する負担金を支出します。

【実施方法等】
　各市町の人口や利用割合に応じた負担額を、年４回負担金として支払います。

393,710

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,162 4,162
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

07 01 05 0432 地方卸売市場事業特別会計繰出金

【事業の目的及び内容】

【繰出基準】
　

【実績等】

平成２５年度 ３，３２９千円

- － -

款 項 目 事業

09 01 01 0454 基金積立金

【積立額の推移】 単位：千円

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

総合計画の施策体系

824 824

卸売市場内の取引の公正を期するため、業者の指導監督に要する経費等の一部について
繰り出すための経費です。

現場取引、卸売人の業務及び経理等に対する指導監督、その他流通改善対策等に要する
経費として当該年度における営業費用の３０％が繰出しの基準です。

平成２３年度 ４０，６９０千円
平成２４年度 １８，１６８千円

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

別府市土地開発基金積立金 2,140 2,158 3,484

1,893 1,893

【事業の目的】

「別府市土地開発基金」に積立てを行います。

【基金の設置目的】

○別府市土地開発基金　　　　　　積立額：１，８９３千円

　　公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する必要のある土地をあら
　かじめ取得することにより、事業の円滑な執行を図るための基金です。

H23 H24 H25
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

09 05 03 0486 公共用地先行取得事業特別会計繰出金

【事業の内容】

- － -

款 項 目 事業

09 07 01 0510 公共下水道事業特別会計繰出金

【事業の目的及び内容】

【実績等】

平成２４年度

平成２５年度

　
　公共用地先行取得事業特別会計繰出金　予算額　１，０００千円
　
　　公共用地を先行取得するために特別会計に繰り出すものです。土地鑑定及び登記手数料、
　測量委託料などの経費に使われています。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,000 1,000

242,617

　公共下水道事業特別会計に対して、地方公営企業繰出基準（総務副大臣通知）に基づ
き一般会計から繰り出すもので、雨水処理に要した経費の繰出しや下水道普及特別対策
として実施した事業等に係る下水道事業債の元利償還金について繰出しを行っていま
す。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

２３６，７８７千円

２３４，５６４千円

242,617
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

10 01 01 0527 基金積立金

【積立額の推移】 単位：千円

- － -

款 項 目 事業

11 07 03 0662 基金積立金

【積立額の推移】 単位：千円

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

別府市防火基金積立金 12 13 25

27 27

【事業の目的】

「別府市防火基金」に積立てを行います。

【基金の設置目的】
○別府市防火基金　　　　　　　　　積立額：２７千円

　市民の防火意識の高揚を図るための基金です。

H23 H24 H25

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

別府市スポーツ振興基金積立金 91 91 181

196 196

【事業の目的】

「別府市スポーツ振興基金」に積立てを行います。

【基金の設置目的】

○別府市スポーツ振興基金　　　　　積立額：１９６千円

　　市民スポーツの振興を図るための基金です。

H23 H24 H25
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

13 01 01 0672 借入金償還費

【事業の目的及び内容】

【実績等】

○元金償還額等の推移

H22 H23 H24 H25 H26予算

- － -

款 項 目 事業

13 01 02 0673 借入金利子支払費

【事業の目的及び内容】

【実績等】

○長期債利子償還額等の推移

H22 H23 H24 H25 H26予算

　地方債の償還に要する経費のうちの元金償還分です。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,829,869 101,238 2,728,631

元金償還額 2,627 2,796 2,740

政策推進課

2,843 （百万円）

実質公債費比率 2.7 3.2 3.2 2.9 - （％）

2,751

※実質公債費比率
　毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金な
どの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置され
るものを除く。）に充当されたものの占める割合です。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

406,108 29,842 376,266

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　地方債の償還に要する経費のうちの利子償還分です。

長期債利子償還額 487,815 480,009 458,977 432,054 431,432 （千円）

（千円）一時借入金利子償還額 655 562 19 72 10,000
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

15 01 01 0677 予備費

【事業の内容】

地方自治法第２１７条に基づき、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、

使途を特定しないで歳入歳出予算に計上した予算です。

【予算額】 （単位：千円）

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

政策推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

100,000 100,000

年度 当初予算額 最終予算額

H22 100,000 98,176

H23 100,000 90,000

H24 100,000 98,929

H25 100,000 55,547
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 ２　事業概要（一般会計）

- － -

款 項 目 事業

02 01 01 0105 秘書に要する経費

- － -

款 項 目 事業

02 01 01 0107 市政功労者等表彰に要する経費

 [事業概要]

［事業の目的］
　　特別職（二役）の秘書に関する業務、渉外、儀式及び交際事務等に関する業務をいたしま
す。

総合計画の施策体系

事業名称 所管課

秘書広報課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,120 6,120

［業務概要］

　　市内で行われる各種大会の後援会等贈呈品の受付、市交際費（慶弔、祝儀、懇親会等
　　会費）等に関する業務を行います。

　　・後援等贈呈品料…２９２千円
　　・市交際費…１，０００千円

総合計画の施策体系

［事業の目的］
　　市政の発展、文化の振興又は公共の福祉の増進に功労のあった個人又は団体を表彰するこ
　　とにより、功労者を称えるとともに市民の意識向上を図ります。

事業名称 所管課

秘書広報課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,429 1,429

　　別府市特別功労表彰者及び別府市功労者表彰式、感謝状贈呈、永年勤続市議会議員祝品等
　　に関する業務を行っています。

　　・特別功労表彰、功労表彰記念品料…４８８千円
　　・感謝状贈呈記念品料…２５千円
　　・永年勤続市議会議員祝品料…２３千円
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6 － 2

款 項 目 事業

02 01 02 0115 市報等発行に要する経費

6 － 2

款 項 目 事業

02 01 02 0116 広報事務に要する経費

［事業の目的］
　　市報等に行政情報やイベント等の情報を掲載し、周知することにより、
　市民サービスの向上を図ります。

［事業内容］
　　市報の作成・配布、四季のカレンダーの作成・配布、声の市報、点字市報、
　市報べっぷホームページ版の作成等を行います。
　市報の作成等　３８，３９６千円　（市報発行部数　６２６，４００部）
　四季のカレンダー作成等　２，１２３千円　（カレンダー発行部数　５５，５００部）

［実績等］
　Ｈ２４年度
　　市報の作成等　３５，７４７千円　（市報発行部数　６３１，０００部）
　　四季のカレンダー作成等　１，９１９千円　（カレンダー発行部数　５５，５００部）

　Ｈ２５年度
　　市報の作成等　３４，８３８千円　（市報発行部数　６３０，０００部）
　　四季のカレンダー作成等　１，９２２千円　（カレンダー発行部数　５５，５００部）

総合計画の施策体系 協働のまちづくり

事業名称 所管課

秘書広報課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

40,519 80 40,439

2,471

［事業の目的］
　　市民への広報手段の多様化を図るとともに、報道機関への情報提供を行うことにより、
　開かれた市政の実現を図ります。

［事業内容］
　　報道機関との連絡調整、ケーブルテレビ制作放送業務委託、ラジオ放送委託、
　その他広報活動を行います。
　ケーブルテレビ制作放送業務委託費　１，２９６千円
　ラジオ放送委託費　５１５千円

［実績等］
　Ｈ２４年度
　　ケーブルテレビ制作放送業務委託費　１，２６０千円
　　ラジオ放送委託費　５００千円

　Ｈ２５年度
　　ケーブルテレビ制作放送業務委託費　１，２６０千円
　　ラジオ放送委託費　５００千円

総合計画の施策体系 協働のまちづくり

事業名称 所管課

秘書広報課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,471
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 2

款 項 目 事業

02 01 02 0117 広聴事務に要する経費

【事業の目的】
　市民ニーズの的確な把握を行い、市政へ反映させます。市民生活の不安等の解消を行政の立
場で対応します。

【事業内容】
・市民相談委託事業　１，２９６千円
　市政への意見や日常生活の苦情等を受付ける相談窓口であり、市職員ＯＢが対応していま
す。相談内容としては、家庭内問題から生活保護、市営住宅、法律問題と多岐に渡っているた
め、今後も市民生活の安定と福祉の増進を図るため、市民のニーズを把握して要望や提言を市
政に反映させていきます。
・行政掲示板設置事業　５１９千円
　市政に関する広報紙や町内での周知文書の広報場所として使用するための行政掲示板の新規
設置と既存掲示板の補修を行います。

【実績】
市民相談受付件数
Ｈ２４年度　４４２件 / Ｈ２５年度　４５７件　/　Ｈ２６年度　３２０件（１２月末時点）
行政掲示板設置件数
Ｈ２４年度　１５件　/　Ｈ２５年度　１５件　/　Ｈ２６年度　７件（１２月末時点）

総合計画の施策体系 協働のまちづくり

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,917 1,917
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 ２　事業概要（一般会計）

4 － 3

款 項 目 事業

02 01 07 0856 男女共同参画に要する経費

3,218

【事業の目的】
　男女共同参画推進条例及び第２次男女共同参画プラン（行動計画書）に基づき、行政・事業
者・市民の責務を明確化し、それぞれの立場での男女共同参画社会の形成の推進を働きかけま
す。あわせて、男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画センターを拠点とし、研修や講
座等を展開します。

【事業内容】
・男女共同参画啓発事業　１，０９０千円
　市民を対象に、男女共同参画に対する啓発活動や、講演会（男女共同参画フォーラム）を開
催し、男女共同参画意識の醸成を図るための事業を行います。また、男女共同参画社会の実現
に向けて、市民一人ひとりが個性と能力を発揮して、あらゆる分野に参画できるまちづくりを
目指し、男女共同参画社会の形成の推進に関する重要な事項について審議等を行います。
・男女共同参画研修事業　３６２千円
　市民を対象に、男女共同参画についての基礎的な講座や、相談員や職員向けの男女共同参画
に係る研修を実施します。
・男女共同参画プラン見直事業　９５３千円
　平成23年度に作成の「第2次別府市男女共同参画プラン」の現状を把握するため、市民を対
象にアンケート調査を行い、数値目標の設定の見直しと併せプラン改定の必要性について審議
を図ります。

【実績】
男女共同参画フォーラム　参加人数　平成２５年度　１４０人/　平成２６年度　１５０人
啓発誌発行　　平成２５年度　２回　/　平成２６年度　２回
男女共同参画推進本部会議・幹事会
      平成２５年度　各２回　/　平成２６年度　本部会議１回・幹事会２回 （１２月時点）
主催講座　回数　平成２５年度　１５回　/　平成２６年度　１４回（１２月時点）
相談員研修　平成２５年度　１回　/　平成２６年度　１回
職員向け研修　平成２５年度　２回　/　平成２６年度　２回（１２月時点）

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,253 35
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 2

款 項 目 事業

02 01 07 1136 協働事業推進に要する経費

　・協働推進事業費補助金（泉都別府ツーリズム支援事業）

4 － 3

款 項 目 事業

02 01 07 1151 男女共同参画センター管理に要する経費

【事業の目的】

総合計画の施策体系 協働のまちづくり

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,656 8,656

　　推進します。

  まちづくりグループへの助成や交流の場の設定等による市民活動の支援を行うとともに、
市民と行政が協働してまちづくりを行う体制の構築を目指します。
【事業概要】　　
　①協働推進事業費補助金　　７，２００千円
　　　内　市民提案型　　４，０００千円　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　行政提案型　　３，０００千円　
          審査委員謝礼金等　２００千円
　②泉都まちづくりネットワーク
　　　まちづくり情報誌等の発行及び市民活動団体等の連携・交流を推進します。
　③協働推進に関すること　　　講師等謝礼金　７１３千円
　　　市民や行政職員向けの協働に関する講座等を開催することで、協働によるまちづくりを

自治振興課

【実績等】

　　平成２４年度　１２事業　４，６７１，０００円　
　　平成２５年度　１１事業　５，３９９，０００円（内行政提案型 2事業 1,689,000円）
　　平成２６年度　１２事業　６，５００，０００円（内行政提案型 4事業 2,500,000円予定）
　・泉都まちづくりネットワーク登録団体・個人数　
　　　述べ３５９団体・個人

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

予算額 国県支出金 地方債 その他

【事業の目的】
　男女共同参画推進条例及び第２次男女共同参画プラン（行動計画書）に基づき、本市におけ
る男女共同参画社会の形成の推進に関する取組を支援するため、男女共同参画センターを拠点
施設として、管理運営を行います。

【事業内容】
・男女共同参画センター管理負担金　６，４０９千円
　センターを円滑に運営していくため、施設管理に関する業務委託等にかかる契約に要する経
費を県に支払います。
・修繕料　５４４千円
　センターが男女共同参画社会の形成の推進の拠点施設となるよう老朽化した施設の修繕を行
います。
・施設維持管理等委託料　２，３２９千円
　センターの維持管理に必要な委託等を行います。
・施設整備工事費　２，３２５円
　施設利用者の安全を確保するため排煙窓の工事を行います。

一般財源

12,933 7,047 5,886
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 2

款 項 目 事業

02 01 10 0145 自治振興に要する経費

4 － 3

款 項 目 事業

03 01 01 0231 女性保護対策に要する経費

4,700 1,330 3,370

【事業の目的】
　売春防止法に基づき、要保護女性についてその転落の未然防止と保護更生を図ること及び配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に基づき、配偶者からの暴力の被害者で
ある女性の相談業務を行います。

【事業内容】
・非常勤職員報酬等　４，６８１千円
　女性相談員２名を雇用し、市役所及び平成２５年４月に開設し３年目を迎える男女共同参画
センターにおいて、女性相談業務を実施します。

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　自治委員活動を支援することにより、行政依頼事務の適正な処理を進めます。行政と市民と
の間隔が縮まり、協働のまちづくりを推進します。

【事業内容】
①自治委員報酬　５８，２７６千円
　行政から市民への広報業務等、自治委員の活動を支援するため、自治委員設置規則に基づき
自治委員に報酬を支給します。
②記念品費　２９２千円、印刷製本費　８９千円
　退任自治委員や、一定年数町内役員に従事した自治会役員の地域への貢献に対し、感謝状と
記念品を贈呈します。
③負担金補助及び交付金　１８，４８１千円
　自治委員の活動を支援するため、自治委員事務費助成金交付要綱に基づき事務費助成金を支
給します。行政依頼事務を円滑に処理するため、全自治委員で組織される自治委員会に対し、
自治委員会運営費助成金を支給します。

【実績等】
　　自治委員総会・自治委員会総会　　年１回
　　自治委員会三役会　　　　　　　　年４回
　　自治委員会支部長会　　　　　　　年４回
　　自治委員会理事会　　　　　　　　年４回
　自治委員は上記会議のほか、全市一斉清掃や新年互礼会といった市関連行事開催への協力、
委嘱された各種委員会への出席等、市からの依頼業務に協力し、市政の円滑な運営に寄与して
います。

総合計画の施策体系 協働のまちづくり

事業名称 所管課

自治振興課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

77,929 77,929
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 1

款 項 目 事業

02 01 12 0147 交通安全指導員に要する経費

6 － 1

款 項 目 事業

02 01 12 0148 交通安全推進に要する経費

8,124

【事業の目的】
　　市民及び観光客を交通事故から守るため、交通安全に関する事業を推進し、交通安全意識
　の高揚を図るとともに交通事故のない明るい街づくりに寄与します。

【事業内容】
　①高齢者運転免許証自主返納支援事業　３，０００千円
　　　別府市在住で７０歳以上の方が有効期限内の運転免許証を返納した場合、１０，０００
　　円相当のニモカを支給します。また住民基本台帳カードの交付を希望する場合、手数料
　　（５００円）を免除します。

　②大分県交通安全協会別府支部補助金　４，２０６千円
　　　交通安全推進を図るため、大分県交通安全協会別府支部が交通指導員を雇用する費用
　　の一部を補助します。

【実績等】
　高齢者運転免許証自主返納支援事業
　　　　平成２２年度－３７９名　　　　平成２３年度－２６４名
　　　　平成２４年度－２３６名　　　　平成２５年度－２７２名

8,124

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

【事業の目的】
　　各地区ごとに交通安全指導員を配置することにより、学童及び園児を交通事故から守り
　ます。また、市主催の行事においても本市における交通安全対策に寄与します。

【事業内容】
　①交通安全指導員報酬　３，１９８千円
　　　　年額８２，０００円×３９名

　②交通安全指導員　被服費　１，８４９千円

【実績等】
　　交通安全指導員数
　　　　平成２２年度－３４名
　　　　平成２３年度－３０名
　　　　平成２４年度－３２名
　　　　平成２５年度－３１名
　　　　平成２６年度－３５名

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,205 6,205
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 1

款 項 目 事業

02 01 16 0819 生活安全に要する経費

6 － 1

款 項 目 事業

02 01 16 0994 国民保護協議会に要する経費

【事業の目的】
　　犯罪、事故及び災害等がない安心して生活できる環境を確保することのできる国際観光
　温泉文化都市の実現を目指します。

【事業内容】
　①別府市暴力絶滅対策協議会補助金　　　　　７６千円
　②別府市防犯協会連合会補助金　　　　２，０８５千円
　③大分被害者支援センター運営補助金　　　１５７千円

【実績等】
　　平成１２年度　別府市生活安全条例　　施行
　　平成２３年度　別府市暴力団排除条例　施行

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,320 2,320

182

【事業の目的】
　　武力対処事態に際して、迅速かつ的確な措置を実施するため国民保護協議会を開催し、
　体制の確保を図ります。

【事業内容】
　①国民保護協議会　開催費用　　８３千円
　②特殊標章等作成費用　　　　　９９千円

【実績等】
　　平成１８年度　別府市国民保護計画　策定
　

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

182
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 1

款 項 目 事業

10 01 04 0535 防災会議に要する経費

6 － 1

款 項 目 事業

10 01 04 0536 地域防災に要する経費

【事業の目的】
　　市民の生命と財産を災害から守るため、防災関係機関及び生活関連団体からの協力を得て
　防災会議を開催し、地域防災計画の策定・遂行することで円滑かつ的確な災害対策を行いま
　す。

【事業内容】
　①防災会議　開催費用　　　　　　　　１９９千円

　②防災パトロール　開催費用　　　　　　２０千円

　③地域防災計画　印刷代・郵送代　　１，７３４千円
　　　　別府市地域防災計画（地震・津波対策編）
　　　　　　　　〃　　　　（風水害・火山対策編）
　　　　　　　　〃　　　　（資料編）
　

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,953 1,953

5,369

【事業の目的】
　　防災体制の整備及び住民への啓発を行うことにより、災害発生時の被害を最小限に抑え
　ます。

【事業内容】
　①大分県自主防災活動促進事業負担金　　　　　８９４千円
　　　自主防災組織活性化支援センターが行う防災士養成研修、防災士スキルアップ研修、
　　自主防災会防災士への情報提供・相談指導に要する経費を県と市町村で１/２ずつ負担
　　します。
　
　②別府市防災マップ英語版作成委託料　３，０２４千円
　　　平成２６年度に改訂した防災マップを英語に翻訳し、市内の大学や転入者に配布し
　　ます。

【実績等】
　　防災士資格取得者数
　　　　平成２１年度－３１名　　平成２２年度－３９名　　平成２３年度－２９名
　　　　平成２４年度－７０名　　平成２５年度－４０名　　平成２６年度－３８名

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,369
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 1

款 項 目 事業

10 01 04 0718 防災無線管理に要する経費

6 － 1

款 項 目 事業

10 01 04 1131 地震津波等被害防止対策に要する経費

6,160 6,160

【事業の目的】
　東日本大震災では津波の被害が大きかったことから、津波の対策を推進します。

【事業内容】
　①地域津波避難行動計画　印刷配布　　　　　３，９０４千円
　　　海抜１０ｍ以下の地域を含む自治会に自治会ごとの津波避難行動計画を策定してもら
    い、それを各家庭に配布することで、市民の早期避難の意識を高め、津波からの被害軽
    減を図ります。
　
　
　②受水槽非常用給水栓設置　２，２５６千円
　　　避難所に指定している小中学校にある既設の受水槽（１４槽）に非常用給水栓を取り
　　つけ、災害時の飲料水確保を図ります。

　　平成２７年度－小学校　９校
　　平成２８年度－中学校　５校

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　災害時の緊急連絡手段である防災無線の維持管理を行い、迅速かつ確実な通信手段を確保し
ます。

【事業内容】
　・防災情報システム全体（移動系、同報系）の保守点検委託　４，８６０千円
　・防災情報システムの通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　７７０千円
　・電波利用料・ＭＣＡ利用料　　　　　　　　　　　　　　　２，７６６千円

【実績等】
　　（移動系：職員間、関係機関間通信用）平成２２年度にデジタルＭＣＡ無線を整備
　　　　統制局２（うちＧＰＳ用１）、副統制局２（うちＧＰＳ用１）、半固定局６８
　　　　車載局３１、可搬局５、携帯局１０　　　　合　計　　１１８局

　　（防災情報システム（同報系含む）：市民周知用）平成２６年度に整備
　　　　Ｊ－ＡＬＥＲＴや携帯電話の緊急速報メールと連携
　　　　拡声子局３　　南部　　ゆめタウン
　　　　　　　　　　　中央部　ティ・エフ・シー本部ビル
　　　　　　　　　　　北部　　亀川小学校

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,765 9,765
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 ２　事業概要（一般会計）

6 － 1

款 項 目 事業

12 01 01 0671 災害応急復旧に要する経費

1,510

【事業の目的】
　　被災後、速やかに被災個所を普及することにより、被害の拡大防止と社会活動の早期
　回復を図ります。

【事業概要】
　　災害時の迅速な応急復旧を実施します。
　　　災害応急復旧工事費　　　１，０００千円
　　　消耗品費（土嚢等購入）　　　３００千円
　　　災害時用食糧費　　　　　　　２００千円

総合計画の施策体系 安全

事業名称 所管課

危機管理課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,510
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 ２　事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 01 08 0142 情報推進管理運営に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】

　住民への各種サービスの提供及び行政内部事務の実施を支援する各種システムを適切に保
守、運用することにより障害の発生を防ぎ安定した稼働を目的とします。

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

情報推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

434,948 11,396 23,220 400,332

（７）その他（消耗品、備品購入費、設備等工事費、修繕料、電柱添架料など）10,596千円
　　各課で利用しているプリンタのトナーやバックアップ用の媒体などの購入費用です。
　　また、保守契約対象外の機器に障害が発生した場合の修理に要する費用です。

（１）メンテナンス等委託料　　　　　　　　　　　　189,155千円（事業費の約43%）
　各種システム（基幹系システム、行政内部事務システム等）及び情報システム関連の各種機
器（ネットワーク、サーバ、パソコン、プリンタ等）に対する保守・運用を適切に実施するこ
とによりサービスの停止など住民サービスに影響のある障害の発生を防ぎます。
　また、社会保障・税番号制度の実施に伴い番号連携サーバの導入を行います。

（２）電子計算機等リース・レンタル料　　　　　　　224,680千円（事業費の約51%）
　各種システム及び各種機器の導入、更新を行います。
　平成２７年度は、以下のシステム及び機器の更新を行います。
　①総合福祉システム再構築
　　　システムの保守期限切れに伴いシステムの再構築を行います。
　　　再構築後のシステムは平成２８年１月の稼働を計画しています。
　②無線ＬＡＮ機器更新
　　　平成２０年度に導入した庁内無線ＬＡＮ機器の保守期限切れに伴い更新を行います。
　　　更新後の機器は平成２８年１月の稼働を計画しています。
　③フィルタリングソフト更新
　　　平成２２年度より利用しているＷＥＢページ用のフィルタリングソフトウェアのライセ
　　ンス期間満了に伴いソフトウェアの更新を行います。
　　　更新後のソフトウェアは平成２７年７月の稼働を計画しています。
　④地域イントラネットシステム機器更新
　　　平成１９年度に導入した地域イントラネットシステム関連機器の中で保守期限切れとな
　　る機器（ファイアウォール機器、マシン室内スイッチ機器等）の更新を行います。
　　　更新後の機器は平成２８年２月の稼働を計画しています。

（３）豊の国ハイパーネットワーク運営協議会負担金　　　926千円
    大分県及び県内各市町村共同で利用している、大分県内のネットワークであり、インター
　ネット接続回線である豊の国ハイパーネットワークの共同運営負担金です。

（４）汎用受付システム共同利用市町村負担金　　　　　1,115千円
　　大分県及び県内各市町村共同で電子申請・簡易申請受付システムを利用するための共同利
　用負担金です。

（５）地方公共団体情報システム機構負担金　　　　　　　180千円
　　地方公共団体情報システム機構は地方公共団体の総意により設立された組織であり、情報
　化人材育成の教育研修への参加や先進的情報処理システムの開発普及などの情報を享受でき
　ます。

（６）中間サーバプラットフォーム負担金　　　　　　　　8,296円
　　地方公共団体情報システム機構で開発を行っている中間サーバを利用するための共同利用
　負担金です。
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